
支援法ならびに自治体の独自施策

注：支援内容で住宅再建・住宅補修にある△は、再建・補修そのものには支援金を使えないという意味である

実施主体名 制度・要綱（要領）名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

〔生活関係経費〕
・通常又は特別な事情によ
り生活に必要な物品の購
入費又は修理費
・住居の移転費又は移転の
ための交通費
・住宅を賃借する場合の借
家権の設定対価（礼金等）
・自然災害により負傷し、又
は病気にかかった者の医
療費の自己負担額

○ × ×

＜限度額＞
全壊　100万円（①）
　　　　50万円（②③）
大規模半壊　0円　支給されず
・単身世帯は３／４
・「長期避難解除世帯」に対しては特例措
置あり
（生活・居住関係経費（礼金等・医療費以
外）をさらに最大70万円支給→ただし、支
援法の支給限度額の範囲内）

〔居住関係経費〕
・住宅を賃借する場合の家
賃、住宅を取得補修するま
での一時的な仮設住宅（ト
レーラーハウス等）の借
料、宿泊施設の利用料等
・被災した住宅の解体（除
去費）、当該解体に係る廃
棄物の撤去費及び解体・撤
去跡地に係る整地費
・住宅の取得（建設購入等）
又は補修に係る借入金等
の利息、債務保証料
・賃借の際の媒介手数料、
保存登記料、建築の際の
検査料等

× △ △

＜限度額＞
全壊　200万円（①）
　　　　100万円（②③）
大規模半壊　100万円（①）
　　　　　　　　 50万円（②③）
・単身世帯は３／４
・家賃等の経費は上限50万円
・県外移転者はそれぞれの支援メニューの
上限額が１／２
（ただし支給上限額は変更なし）
・賃貸住宅等に居住していた世帯は家賃等
以外の経費は上限100万円

実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

奈良県
「奈良県被災者生活再
建支援金支給事業実
施要綱」

奈良県―A
暫定
　1998年台風7号

県内被災世帯
（一以上の市町村で支援金
の支給対象となれば、全県
適用）

― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等 県の独自事業 県が全額負担 1998年

福島県
「福島県被災者生活再
建支援補助金交付要
綱」

福島県―A①

暫定
　1998年8月末豪
雨
（法公布から法適
用間の災害だっ
た）

支援法適用対象外の世帯
（法適用対象市町村は存在し
ていた）

― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等 県の独自事業 県が全額負担 1998年

(作成：大分大学教育福祉科学部　山崎栄一)

支援法と同等

被災者生活再建支援法

法適用対象外の世帯への支給（グループＡ）

1998年
2004年改正

国１／２
都道府県１／２

被災者生活再建支援
金

国
都道府県

恒久

①　災害救助法施行令第1条
第1項第1号又は第2号の被
害が発生した市町村におけ
る自然災害
②　10以上の世帯の住宅が
全壊した市町村における自
然災害
③　100以上の世帯の住宅が
全壊した都道府県における
自然災害
④　5以上の世帯が全壊した
市区町村（人口10万人未満
のもの）で、上記①～③に定
める区域に隣接するものに
係る自然災害

― ―

・全壊
・半壊し、倒壊防
止等やむを得な
い事由により、当
該住宅を解体す
るにいたった世
帯
・火砕流等の事
由により、長期に
わたり居住不能
の状態が継続す
ることが見込ま
れる世帯
・大規模半壊

① 年収が500万円以下の世帯
② 年収が500万円を超え、700万円
以下である世帯で、世帯主が45歳
以上または要援護世帯
③ 年収が700万円を超え、800万円
以下である世帯で、世帯主が60歳
以上または要援護世帯
（支給金額の欄において、上記のグ
ループごとに区分）

支援法と同等

（2006年4月現在）

都道府県が基金
を創設し、それに
対して国が補助
を行う



福島県
「生活再建給付金要
綱」

福島県―A② 恒久
支援法適用対象外の世帯
（県内法適用市町村の存在
が前提）

― 支援法と同等 ○
△

（改正前
×）

△
（改正前

×）
支援法と同等

財団法人福島県
罹災救助基金協
議会が運営

県１／２
市町村１／２

2001年

栃木県
「栃木県被災者生活再
建支援金支給事業実
施要領」

栃木県―A

暫定
　1998年8月末豪
雨
（法公布から法適
用間の災害だっ
た）

支援法適用対象外の世帯
（法適用対象市町村は存在し
ていた）

― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等 県の独自事業 県が全額負担 1998年

岩手県
「被災者生活再建支援
事業費補助金交付要
領」

岩手県―A

暫定
　1999年10月末豪
雨
　2002年台風6号

支援法適用対象外の世帯
（法適用対象市町村は存在し
ていた）
災害が発生するたびに独自
施策を実施するかを判断し、
災害ごとに要領を作る

― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等
県が市町村に補
助金を出す

県が全額負担
1999年
2002年

静岡県
「被災者自立生活再建
支援補助金交付要綱」

静岡県―A 恒久
支援法適用対象外の世帯
（県内法適用市町村の有無
に関係なく）

― 支援法と同等 ○
△

（改正前
×）

△
（改正前

×）
支援法と同等

県が市町村に補
助金を出す

県が全額負担 1999年

山口県
「山口県被災者生活再
建支援金支給事業実
施要領」

山口県―A
暫定
　1999年台風18号

支援法適用対象外の世帯
（法適用対象市町村は存在し
ていた）

― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等
県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

1999年

岡山県
「岡山県被災者生活再
建支援金支給事業実
施要綱」

岡山県―A
暫定
　鳥取県西部地震

県内被災世帯
（県内に法適用市町村なし） ― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2000年

広島県
「広島県被災者生活再
建支援補助金交付要
綱」

広島県―A 恒久
支援法適用対象外の世帯
（県内法適用市町村の存在
が前提）

― 支援法と同等 ○
△

（改正前
×）

△
（改正前

×）
支援法と同等

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2000年

愛媛県
「芸予地震被災者生活
再建支援事業実施要
領」

愛媛県―A
暫定
　芸予地震

県内被災世帯
（県内に法適用市町村なし） ― 支援法と同等 ○ × × 支援法と同等

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2001年

島根県
「島根県被災者生活再
建支援交付金要綱」

島根県―A 恒久
支援法適用対象外の世帯
（県内法適用市町村の有無
に関係なく）

― 支援法と同等 ○
△

（改正前
×）

△
（改正前

×）
支援法と同等

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2002年

実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

鳥取県

「住宅復興補助金」
（鳥取県西部地震被災
者向け住宅復興事業
費補助金交付要綱）

鳥取県―B①
暫定
　鳥取県西部地震

県内被災者
・居住していた市
町村内の建設に
限る

・住宅建設・補修
・液状化復旧・石垣関連 × ○ ○

＜限度額＞
住宅建設　300万円
住宅補修　150万円
液状化復旧150万円
石垣関連　150万円
・市町村により自己負担あり

県が市町村に補
助金を出す

県と市町村との
負担割合は給付
内容によりばら
つきあり

2000年

支援法と同等

支援法と同等

支援法と同等

支援法と同等

支援法と同等

法改正前における住宅再建・補修に対する直接支援（グループＢ）

支援法と同等

支援法と同等

支援法と同等

特に制限なし

支援法と同等



鳥取県

「鳥取県被災者住宅再
建支援基金」
（鳥取県被災住宅再建
支援条例）

鳥取県―B② 恒久

県内で10戸以上の全壊、そ
の他被災地域の崩壊＋市町
村の財政を著しく圧迫する被
害のあった自然災害

・一部破損含む
・居住していた市
町村内の建設に
限る

・住宅建設・補修 × ○ ○
＜限度額＞
住宅建設　300万円
住宅補修　150万円（33万自己負担）

県・市町村が共
同で基金を県に
設置

県１／２
市町村１／２

2001年

島根県 「住宅修繕支援制度」 島根県―B
暫定
　鳥取県西部地震

県内被災世帯 特に制限なし ― ・住宅補修 × × ○
10万円～200万円相当額の修繕工事（現
物給付）
・特定地域については300万円以内

長寿社会振興財
団が運営

県が全額負担 2000年

岡山県

「鳥取県西部地震被災
高齢者世帯等住宅支
援事業費補助金交付
要綱」

岡山県―B
暫定
　鳥取県西部地震

県内被災世帯
（県内に法適用市町村なし）

特に制限なし ― ・住宅補修（応急修理） × × ○ 53万1000円以内
県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2000年

愛媛県
「平成13年度芸予地震
被害住家修繕支援事
業実施要領」

愛媛県―Ｂ
暫定
　芸予地震

県内被災世帯
（県内に法適用市町村なし）

特に制限なし ―
・住宅補修
　（日常生活の起居に必要
な部分の修繕に限る）

× × ○ 補助基準額30万円
県が市町村に補
助金を出す

県　２／４
市町村１／４
被災者１／４

2001年

宮城県

「被災住宅再建支援
金」
(宮城県北部連続地震
被災住宅再建支援金
交付要綱)

宮城県―B
暫定
　宮城県北部連続
地震

県内被災世帯 特に制限なし

・賃貸住宅は対
象外
・県内再建に限
る

・住宅建設・補修 × ○ ○
＜限度額＞
住宅建設　100万円
住宅補修　50万円

県が市町村に補
助金を出す

県が全額負担
市町村はそれに
対して上乗せ・横
出しをする場合
もある

2003年

北海道平取
町

「平取町被災者住宅再
建等支援金交付要綱」

平取町―Ｂ 恒久
災害救助法が適用された自
然災害
例：2003年台風10号

・半壊・一部損壊
含む

・町内再建に限
る

・家財道具等
・住宅建設・補修 ○ ○ ○

＜限度額＞
生活再建　50万円
住宅再建　400万円
住宅補修　250万円

町の独自事業 町が全額負担 2003年

実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

東京都
「東京都被災者生活再
建支援金支給要綱」

東京都―C①
暫定
　三宅島噴火災害

島内被災世帯 ― 支援法と同等 ○ × ×
複数世帯50万円
単身世帯37万5000円

都の独自事業 都が全額負担 2000年

東京都
「三宅村災害保護特別
事業」

東京都―C②
暫定
　三宅島噴火災害

島内被災世帯 特に制限なし

・義援金等を含
めて、預貯金（所
持金等含む）が
500万円以下の
世帯
・収入認定額が
基準額以下の世
帯

特に制限なし

・被災日に三宅
島に住んでい
て、帰島の意思
がある世帯
・生活保護世帯
に該当していな
い世帯

・「生活保護の弾力的運用」
を実現する内容として、生
活保護基準額に準ずる額
を支給

基準額－収入認定額＝支給額
　この金額は、年齢、世帯員の数、障害
者、高齢者などの項目から導き出す

三宅村災害保護
特別事業交付金
基金を創設

都２／３
村１／３

2003年2月～
2005年3月

東京都
「災害被災者帰島生活
再建支援金」

東京都―C③
暫定
　三宅島噴火災害

島内被災世帯 特に制限なし
・平成15年の収
入が1000万円以
下

特に制限なし

・避難指示解除
日から原則6ヶ月
以内に帰島
・以前に支援等
を受けていない
世帯

・住宅の新築、改築、修繕
及び住宅附帯設備の購入
等に要するもの

× ○ ○

＜限度額＞
150万円
・支援法上の対象経費は支給の対象とは
ならない

都の独自事業 都が全額負担 2005年

・高齢者（65歳以上）のみの世帯・
障害者でかつ市町村民税が非課税
世帯

所得・年齢制限はなし

・所得・年齢制限はなし

支援法の適用対象とならない世帯で、退避生活により
収入の道を失ったもの

・高齢者（65歳以上）・障害者でかつ
市町村民税が非課税世帯（特定集
落の場合要件緩和）

長期避難世帯に対する支援（グループＣ）

・被保護者または要援護者・高齢者
（65歳以上）・障害者でかつ市町村
民税が非課税世帯

所得・年齢制限はなし

生活保護に準じた保障



実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

新潟県
「新潟県被災者生活再
建支援事業補助金交
付要綱」

新潟県―D
暫定
　2004年新潟豪雨
災害

法適用対象及びそれに準じ
た被害を受けて知事が特に
認めた市町村

・半壊・床上浸水
も含む ―

・支援法をベースにしてい
るが市町村長が認めた場
合には建設・補修そのもの
にも可能

○ 実質○ 実質○

＜上限額＞
全壊　100万円
大規模半壊　100万円
半壊　50万円
床上浸水　30万円
・県外移転者は支給額は１／２

県が市町村に補
助金を出す

県２／３
市町村１／３

2004年

静岡県
「被災者住宅再建事業
費補助金交付要綱」

静岡県―D
暫定
　2004年台風22号

県内被災世帯 ・半壊含む
・800万円以下
　かつ
・要援護世帯

特に制限なし
・静岡県内の建
設・購入等に限
る

・建設・購入・補修 × ○ ○ 全壊・半壊、建設・購入・補修に関わらず、
50万円

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2005年の補助金
に適用

福井県
「被災者住宅再建補助
金」

福井県―D
暫定
　2004年7月福井
豪雨

県内被災世帯
・半壊・一部損
壊・床上浸水含
む

・借家人は対象
外
・被災市町村に
住宅再建

・家財道具等
・住宅建設・補修そのもの ○ ○ ○

＜上限額＞
全壊…400万円
（新築、補修等300万円、家財等100万円）
半壊…200万円
（新築、補修等150万円、家財等50万円）
一部破損、床上浸水…50万円
（補修、家財等50万円）
・支援法上の受給額分は差し引き

県が市町村に補
助金を出す

県　２／４
市町村１／４
被災者１／４

2004年

福井市
「福井市被災者住宅再
建事業補助金交付要
綱」

福井市―D
暫定
　2004年7月福井
豪雨

全市世帯
福井県―Ｄに準
拠

福井県―Ｄに準
拠
・ただし、借家人
も対象

福井県―Ｄに準拠 ○ ○ ○
福井県―Ｄに準拠
・借家人については、家財道具等に限定
（50万円を限度）ながらも独自支援

県が市町村に補
助金を出す
（借家人支出分
のみ市単独事
業）

県　２／４
市町村１／４
被災者１／４
（借家人支出分
のみ市３／４　被
災者１／４）

2004年

岐阜県
「岐阜県被災者生活・
住宅再建支援事業費
補助金交付要綱」

岐阜県―D

恒久
　2004年台風23号
がきっかけではあ
るが、恒久化して
いる

・支援法適用災害（その他知
事が特に認めた場合）におけ
る県内被災世帯
　将来的には、支援法適用外
の災害にも適用があるかも
知れないとのこと

・半壊・床上浸水
含む

・支援法適用災
害その他知事が
特に認めた場合
　（将来的には、
支援法適用外の
災害にも適用が
あるかも知れな
いとのこと）

・支援法をベースにしてい
るが市町村長が認めた場
合には建設・補修そのもの
にも可能

○ 実質○ 実質○

＜限度額＞
全壊　100万円
大規模　100万円
半壊　50万円
床上浸水　30万円
・県外移転者は支給額は１／２

県が市町村に補
助金を出す

県２／３
市町村１／３

2004年

三重県
「三重県被災者生活・
住宅再建支援事業費
補助金交付要領」

三重県―D
暫定
　2004年台風21号

①支援法適用対象の市町村
②施行令1条2号に定める被
害の2分の1以上の被害のあ
る市町村
③災害救助法施行令別表第
3に定める住家の滅失世帯数
が生じた市町村にも交付

・半壊・床上浸水
含む ―

・支援法をベースにしてい
るが市町村長が認めた場
合には建設・補修そのもの
にも可能

○ 実質○ 実質○

＜限度額＞
全壊　100万円
大規模　100万円
半壊　50万円
床上浸水　30万円
・県外移転者は支給額は１／２

県が市町村に補
助金を出す

県　２／４
市町村１／４
被災者１／４

2004年

京都府
「地域再建被災者住宅
等支援事業」

京都府―D
暫定
　2004年台風23号

県内被災世帯
・半壊・一部損
壊・床上浸水含
む

・被災市町村に
住宅再建

・住宅の建替・購入・補修 × ○ ○

＜限度額＞
全壊　300万円（対象400万円）
大規模　200万円（対象267万円）
半壊　150万円（対象200万円）
一部損壊、床上浸水　50万円（対象67万
円）
・支援法をあわせて最高600万円
・高齢者や障害者等で低所得世帯につい
ては対象経費20万円までは自己負担なし

県が市町村に補
助金を出す

府　２／４
市町村１／４
被災者１／４

2004年

2004年度の風水害等（グループＤ）

所得・年齢制限はなし

支援法と同等

支援法と同等

所得・年齢制限はなし

福井県―Ｄに準拠

所得・年齢制限はなし



兵庫県
「高齢者住宅再建支援
事業補助」

兵庫県―D

暫定
　2004年度中の自
然災害で知事が
特に定めたもの
台風16号・18号・
21号・23号（豊岡
水害）

知事が特に定める自然災害
での被災世帯。

・罹災証明書を
発行
・自己所有また
は賃貸住宅を解
体した者

・世帯主等の総
所得額が730万
円以下

・65歳以上
・被災市町村内
の再建等に限る

・住宅の建設・購入 × ○ ×

100万円
・法令に適合すること
・経費が500万円以上
・住宅部分の床面積が175㎡以下（それ以
上の場合は、当該床面積を上限）

県が市町村に補
助金を出す

県２／３
市町村１／３

2004年

岡山県
「生活再建支援給付金
補助事業」

岡山県―D
暫定
　2004年台風16号
（高潮）

県内被災世帯
・床上浸水世帯
に限定 ― ・物品購入または修理等 ○ × ○ 20万円

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2004年

徳島県
「徳島県住宅再建特別
支援事業」

徳島県―D

暫定
　2004年台風10
号・16号・18号・21
号・23号

県内被災世帯 ・半壊含む
・被災市町村内
の再建等に限る

・住宅建設・補修
・解体・撤去・整地等 × ○ ○

＜限度額＞
全壊世帯　225万円（対象300万円）
半壊世帯　112万5000円（対象150万円）
・支援法上の受給額分は差し引き

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／４
被災者１／４

2004年

高知県
「高知県被災者生活再
建緊急支援事業費補
助金交付要綱」

高知県―D

暫定
　2001年9月高知
県西南部豪雨災
害

県内被災世帯
（法適用対象市町村は存在し
ていた）

・半壊含む
・支援法の適用
対象とならない
世帯

支援法と同等 ○ × × 支援法と同等 県の独自事業 県が全額 2001年

愛媛県
「被災者生活再建緊急
支援事業」

愛媛県―D

暫定
　2004年台風15
号・16号・21号
　来年度は再度検
討

支援法が適用された市町村
の被災世帯

・半壊・一部損
壊・床上浸水含
む

・世帯主の収入
が800万円以下
の世帯

特に制限なし
・県外・市町村移
転でも支給

・被害を受けた住宅の解
体・撤去・整地
・家財道具等の購入・修理
費

○ △ ×

＜限度額＞
全壊　100万円
大規模　100万円
半壊　50万円
一部損壊　30万円
床上浸水　30万円（土砂流入）
　　　　　　　15万円（それ以外）

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／４
被災者１／４

2004年

宮崎県
「宮崎県被災者生活緊
急支援事業費補助金
交付要綱」

宮崎県―D
暫定
　2005年台風14号

県内被災世帯
・全壊・大規模半
壊・半壊・床上浸
水

・世帯主の収入
が800万円以下
の世帯

特に制限なし ―
・被災者の当面の生活に対
する緊急支援（使途は限定
しない）

○ ○ ○ ＜上限額＞
20万円

県が市町村に補
助金を出す

県２／３
市町村１／３

2005年

大分県
「大分県災害被災者住
宅再建支援事業」

大分県―D 恒久

①県内で10世帯以上の全壊
（全県適用）
②市町村で5世帯以上の全
壊（当該市町村のみ適用）

・全壊・半壊・床
上浸水

・世帯主の収入
が800万円以下
の世帯

特に制限なし
・被災市町村内
の再建等に限る

・生活再建
・居住安定
・住宅再建

○ ○ ○

＜限度額＞
全壊　生活再建30万　居住安定70万
　　　　住宅再建200万
半壊　生活再建30万円　住宅再建100万円
床上浸水　生活再建　20万円

県が市町村に補
助金を出す

県１／２
市町村１／２

2006年

実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

新潟県 「住宅応急修理支援」 新潟県―E①
暫定
　新潟県中越地震

災害救助法が適用された市
町村の被災世帯
（ほとんどの市町村が適用を
受けた）

・半壊の被害を
受けた者

・応急仮設住宅
を利用しない者

住宅補修（現物支給） × × ○

＜限度額＞
大規模半壊　100万円
半壊　50万円
（災害救助法上の応急修理60万円に上乗
せ）

県の独自事業 県が全額負担 2004年

新潟県
「被災者生活再建補助
金」

新潟県―E②
暫定
　新潟県中越地震

支援法が適用された市町村
の被災世帯
（全県に支援法が適用されて
いる）

・半壊含む ―
・支援法をベースにしてい
るが市町村長が認めた場
合には建設・補修そのもの
にも可能

○ 実質○ 実質○

＜限度額＞
100万円
・家屋の損害・所得・年齢により支給額が
異なる
・被災市町村外移転者は支給額は１／２

県が市町村に補
助金を出す

県２／３
市町村１／３

2004年

支援法と同等

所得・年齢制限はなし

所得・年齢制限はなし

所得・年齢制限はなし
　（当初はあり）

新潟県中越地震（グループＥ）

・収入が800万円以下
・高齢者・障害者・生活保護世帯等



実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

福岡市

「地震被災住宅再建支
援金」
（福岡市地震被災住宅
再建支援事業実施要
綱）

福岡市―F①
暫定
　福岡県西方沖地
震

全市世帯（特定地域除く）
・住宅が半壊以
上の被害を受け
た世帯

・玄界島及び地
震被害農漁村特
定地域再生支援
金の対象世帯を
除く
・被災市町村内
の再建等に限る

・住宅の建替・補修 × ○ ○

＜限度額＞
全壊　300万円（経費の１／３を補助）
大規模・半壊　150万円（経費の１／３を補
助）

市の独自事業
市が全額負担
（被災者負担あ
り）

2005年

福岡市

「地震被害農漁村特定
地域再生支援金」
（福岡市地震被害農漁
村特定地域再生支援
事業）

福岡市―F②
暫定
　福岡県西方沖地
震

特定地域の世帯
・住宅が一部損
壊以上の被害

・北崎、志賀島、
勝馬校区
・同一校区内の
再建等に限る

・住宅の建替・補修 × ○ ○
＜限度額＞
建替え　300万円
補修　150万円（経費の１／３を補助）

市の独自事業
市が全額負担
（補修は被災者
負担あり）

2005年

福岡県

「福岡県西方沖地震に
係る被災住宅応急修
理支援事業補助金交
付要綱」

福岡県―F③
暫定
　福岡県西方沖地
震

被災者生活再建支援法が適
用され、かつ、災害救助法が
適用されない市町村の被災
世帯

・半壊世帯 ― ・住宅の応急修理 × × ○
＜限度額＞
応急修理　30万円
（加えて市町村による上乗せも可）

県の独自事業 県が全額負担 2005年

実施主体名 制度・要綱・要領名 省略名 恒久／暫定 発動要件・適用範囲
支援対象
　被害度

支援対象
　所得

支援対象
　年齢

支援対象
　その他

支給内容
　生活再建
　住宅再建
　住宅補修

支給内容
　生活再建

支給内容
　住宅再建

支給内容
　住宅補修

支給金額 支出方式 負担区分 制度実施時期

兵庫県
「居住安定支援制度補
完事業」

兵庫県―G①
恒久

平成16年度中の自然災害で
知事が特に定める災害で被
災した世帯主（毎年更新）

・全壊・大規模
（大規模・半壊で
もやむを得ない
理由で解体した
場合は、全壊扱
い）

・前年の年収800
万円以下

特に制限なし ― ・住宅の再建・購入・新築・
補修 × ○ ○

＜限度額＞
全壊　200万円
大規模　100万円
・支援法上の支援金を受給していた場合は
その分を差し引く
・県外移転者は支給額は１／２（原則）
・「住宅再建等支援金制度」と併用

県が市町村に補
助金を出す

支援内容によっ
ては県が全額
あるいは県が２
／３　市町村１／
３の場合もあり

2004年

兵庫県
「住宅再建等支援金制
度」

兵庫県―G② 恒久（期間限定）
平成16年度中の自然災害で
知事が特に定める災害で被
災した世帯主

・半壊・床上浸水
含む

・前年の年収800
万円以下

特に制限なし
・被災市町村内
の再建等に限る

・住宅の再建・購入・新築・
補修 × ○ ○

＜限度額＞
全壊　100万円
大規模　75万円
半壊　50万円
床上浸水　25万円
・国の支給額を上回る場合に支給
・「居住安定支援制度補完事業」と併用

県が市町村に補
助金を出す

支援内容によっ
ては県が全額
あるいは県が２
／３　市町村１／
３の場合もあり

2004年8月31日
以降の災害に適
用
ただし、兵庫県
住宅再建共済制
度が出来るまで
のつなぎ

兵庫県
「兵庫県住宅再建共済
制度」

兵庫県―G③ 恒久
共済加入者であればあらゆ
る自然災害に適用

・半壊含む ― ・住宅の建築・購入・補修 × ○ ○

再建等給付金　　600万円
補修給付金
 　全壊200万円
   大規模半壊100万円
   半壊50万円
居住確保給付金　10万円
・県外移転者は支給額は１／２

共済負担金によ
り基金を積み立
てる

県は基金に対し
て財政的援助を
行う。

2005年9月

福岡県西方沖地震（グループＦ）

兵庫県の独自制度（グループＧ）

支援法と同等

・共済負担金
5,000円／年
　（ただし新規加入年度は500円／
月）

所得・年齢制限はなし

支援法と同等




